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（別紙） 

 

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会からの勧告について 

 

本検討会では総務省政策評価・独立行政法人評価委員会が策定した「独

立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」

（平成 27 年１月９日策定）における勧告内容についても検討を行った。 

我が国においては、世界に先駆けて少子・超高齢社会を迎えつつあり、

次世代を担う小児への医療の充実と健康長寿社会の実現が喫緊の課題であ

る。このため、多様化・複雑化する患者像に対応できる医療の提供と健

康・医療に関する先端的研究開発が重要となっている現状があることを念

頭に検討を行った。 

 

① 組織の在り方について 

 

（第８回検討会のご議論を踏まえて記載） 

 

② 個別のＮＣに関する勧告について 

ア 国立長寿医療研究センターにおけるＮＣとしての機能の発揮状況に

ついて 

国立長寿医療研究センターは設立以来、高齢者の心と体の自立を

目指した研究開発・医療に取り組んでいる。 

認知症対策においては、人材育成のほか、予防・普及啓発から人

生の最終段階まで一環した対応を地域と連携しながら行うなどモデ

ル的な取組を行っていることから、このような取組を全国に均てん

化していく役割を担うべきである。 

また、高齢化に伴う合併症により複雑化する患者像に対応できる

医療が必要である。 

このため、がん、循環器疾患、精神・神経疾患等、他のＮＣが取

り組む分野についても、他のＮＣや関係機関とさらに連携・協力し

ながら多角的な視点を持って取り組むべきである。 

 

イ 国立国際医療研究センターに国立研究開発法人として担当させるべ

き疾患の再整理について 

国立国際医療研究センターは感染症対策や国際保健医療協力につ

いて総合診療機能を有する強みを生かして全身管理が必要な感染症
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や様々な合併症対策にも取り組んでいる。 

これらの取組により、健康危機管理や国際保健医療協力の分野に

おいて非常に重要な役割を果たしていることから、これからも現在

の取組を継続すべきである。 

研究開発や医療提供において、総合診療機能で得られた幅広い知

見を関係機関と共有することで、各分野に特化するＮＣや他の医療

機関でも多様化・複雑化する患者像に対応できる医療が行えるよう

に補完する役割を果たしていくべきである。 

人材育成においても、多様な診療科や臨床研修プログラムを有す

る強みを生かして、国際保健医療人材や多様化・複雑化する患者像

に対応できる医療を行える人材を育成すべきである。 

その際、他のＮＣや関係機関のハブとして双方向に連携を図り、

人材育成を行うべきである。 

担当させるべき疾患については、 

・ 感染症対策（特に新興・再興感染症や顧みられない熱帯病と

いった国際的な感染症、エイズ、肝炎等）は未だ国際的な課題

であり、国際保健医療協力を通じて引き続き取り組むべき分野

であること、 

・ 総合診療機能を生かした感染症対策や国際協力を行うほか、

研究開発・医療提供・人材育成において関係機関を補完する役

割があることから、引き続き「感染症その他の疾患、医療に関

する国際協力」とすべきである。 

 

③ ＮＣ間で重複する疾患の役割の再整理について 

ア 国立がん研究センターと国立成育医療研究センターの間における小

児がん 

小児がんは、成人のがんと異なり全身管理が必要になることが多

く、児童期・思春期の心のケアや小児特有の合併症の対応も必要とな

ることから、総合的な小児医療を提供できる施設において取り組む必

要がある。 

加えて、成人のがんにおける研究開発や治療の知見を応用して病態

解明や治療法の開発に取り組む必要もある。 

以上のことから、小児がんについては、引き続き、国立がん研究セ

ンターと国立成育医療研究センターで協働・連携しながら進めるべき

である。これにより、年齢という縦軸と疾患という横軸が重なるよう

な形で相まって、病態解明と治療法の開発が促進され、小児がん医療
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のさらなる向上が期待できる。 

 

イ 国立循環器病研究センターと国立長寿医療研究センターの間におけ

る高齢者の心臓病 

高齢者の心臓病については、国立循環器病研究センターでは、循環

器病の予防と制圧を目指して、年齢を問わず、胎児から成人までの循

環器病に特化した研究開発、最先端の医療や予防医療（生活習慣の改

善）に取り組んでいる。 

一方、国立長寿医療研究センターでは、脳心血管病予防・管理を行

う上でフレイル予防からエンドオブライフケアまでを含めて、多様

化・複雑化する患者像に対応できる医療を提供する観点から取り組ん

でおり、引き続き双方で取り組むべきである。 

 

ウ 国立精神・神経医療研究センターと国立長寿医療研究センターの間

における認知症 

認知症については、非常に多くの原因疾患が存在することから、神

経変性疾患等に伴う認知症と、主として加齢に伴う認知症について、

それぞれのＮＣが取り組む分野から病態解明を進めている。 

相互に連携・協力することにより、認知症全体の病態解明が促進さ

れることが期待できることから、引き続き双方で取り組むべきであ

る。 

 

エ 国立精神・神経医療研究センターと国立国際医療研究センターの間

における精神・神経疾患 

児童精神科医療は、年齢という縦軸と疾患という横軸が重なるよう

な形で相まって病態解明と治療法の開発に取り組む必要がある。 

このため、総合診療機能を持つ国立国際医療研究センター国府台病

院では、精神科専門病院では対応できない小児特有の合併症対応や総

合的な能力を持った児童精神科医の育成に取り組んでいる。 

さらに、関係するＮＣ間の異なった視点によるアプローチから病態

解明と効果的な治療法の開発につながることが期待できるため、引き

続き、国立国際医療研究センターは、国立精神・神経医療研究センタ

ーや国立成育医療研究センターとの連携を強化し、児童精神科医療に

取り組むべきである。 

 

 



4 

 

④  厚生労働省所管機関の役割の再整理 

ア 国の医療政策における国立高度専門医療研究センターと独立行政法

人国立病院機構(以下「国立病院機構」という。) 

国立病院機構の全国規模のネットワークの支援を得ながら、ＮＣが

先進的な医療技術や治療法を開発し、その成果を国立病院機構と共有

することで、国立病院機構とともに全国の均てん化の一翼を担ってい

くことも考えるべきである。 

 

イ 感染症・エイズ・肝炎における国立国際医療研究センターと国立感

染症研究所 

今後も国立感染症研究所と国立国際医療研究センターで連携を深

め、例えば、国立感染症研究所で実施された基礎研究をもとにシーズ

として開発された治療薬やワクチンについて、国立国際医療研究セン

ターで臨床研究・治験を行うなど、両者が連携しながら、基礎研究か

ら実用化に向けた取組を加速化すべきである。 

 


